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★『奨学給付金（家計急変分）』とは・・・ 
自己都合ではない離職（倒産・リストラ）や、災害の影響など予期しない事象により、 
保護者の収入が非課税相当まで激減すると見込まれる世帯を対象とした制度です。 

兵庫県だけでなく各都道府県が実施しています。 
対象となる方は早急に学校事務室 （078-411-7234）までお問い合わせください。 
 
以下、サンプル（兵庫県のリーフレット）です。↓ 

 
 
 
 
 

経済状況の悪化等で収入が激減し、急変後の収入が非課税相当と見込まれる世帯に対する 

高等学校等奨学給付金制度(家計急変分)です(返還の必要はありません)。 

◆ 対象者の条件 

(1) 生徒が基準日※現在、私立の高等学校に在籍すること。 

  ※基準日は、7月 1日現在(7月 1日以降に家計が急変し、申請する場合は申請日の翌月 1日

(申請日が月の初日である場合は、申請日))となります。 

(2) 保護者等が兵庫県在住であること。（生徒の居住地は兵庫県外でも構いません。） 

(3) 令和７年度(令和６年分)の市町民税所得割額及び県民税所得割額（保護者等の合計額）が０円

ではないが、経済状況等の悪化により家計が急変し所得割が非課税(0円)世帯相当であると認め

られること。 

 

 

※ 生徒が基準日現在、高等学校等に在籍していない場合は、対象外です。 

※ 生徒が基準日現在、高等学校等を休学している場合は、対象外です。 

※ 保護者等が福祉施設等の施設長や養育里親等であって、見学旅行費又は特別育成費が措置さ

れている場合は、対象外です。 

※ 保護者等の一方が海外に在住し、兵庫県内に住所がない場合は、対象外です。 

※ 保護者等が兵庫県内と兵庫県外に別居し、兵庫県外在住の保護者等が、兵庫県以外の都道府

県が国補助金を受けて実施する類似制度を申請している場合は、対象外です。 

※ 高校生一人につき申請できる回数は奨学給付金(一般分)と合わせて３回までです。 
※ 生活保護世帯（生業扶助受給）または令和７年度の市町民税所得割額及び県民税所得割（保
護者等の合計額）が０円の場合は対象外です。私立高等学校等奨学給付金(一般分)を申請して
ください。 
※ 家計急変に該当しない離職（定年退職など）や離婚は、給付の対象となりません。 

 

 

◆ 支給額 

区分 支給額（年額） 
 

家計急変後の年収見込が前頁の給付要件

を満たす場合 
152,000円 

※７月以降に家計が急変した場合は、家計急変が発生した月または申請のあった月の翌月以降の 

月数に応じて月割りした額を支給します。 

※６月以前に家計が急変した場合でも、10月以降に申請すると月割りとなるのでご注意ください。  

令 和 ７ 年 度 兵 庫 県 私 立 高 等 学 校 等 
奨学給付金制度 (家計急変分 )について 

＜ご注意＞ 
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◆ 給付要件 

 家計急変後の保護者等全員分の年収見込が下表の要件を満たすこと 

世帯構成 年収見込 世帯構成 年収見込 

３人世帯 2,216,000円未満 ６人世帯 3,704,000円未満 

４人世帯 
 2,716,000円未

満 
７人世帯 4,140,000円未満 

５人世帯 3,216,000円未満 ８人世帯 4,576,000円未満 
・提出書類をもとに、家計急変発生後１年間の収入見込額を推計します。 
 （退職金、雇用保険の基本手当(求職者給付)は収入見込額には含めません。） 
・世帯構成は、保護者等及び保護者等が扶養する者の合計人数で判定します。 
 
 
 
◆ 申請書の提出（奨学給付金家計急変分） 
以下の書類を、学校が定める日までに学校に提出してください。 

書  類 発行機関 必 要 度 

私立高等学校等奨学給付金(家計急変分)支給申請書（表裏２面） 

(黒色のボールペン(消せるボールペン不可)で記入) 
申請者 

が記入 
◎ 

世帯全員分の住民票(令和７年 7月 1日以降発行のもの) 
 (住民票記載事項証明は不可) 

市(区町) 
役場 

 

･申請者の世帯全員分(続柄の記載があるもの) ◎ 

･保護者等、対象生徒、対象生徒以外に扶養している兄弟
姉妹で、住所地が異なる者がある場合は、その者全員分
の住民票（在寮証明書でも可） 

△ 

申請者名義の通帳の写し(昨年度と同一の口座の場合は省略可) 

･申請書に記載した口座の、銀行名･支店名･口座番号･口座
名義人が分かるもの(キャッシュカードの写しでも可)。 

申請者が
コピー 

◎ 

保護者等の家計急変の発生を証明する書類 
･離職票、雇用保険受給資格者証、解雇通告書、廃業届 
･新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ対策の影響による収入減少があった者等を対
象とする公的支援受給証明書等 

申請者が

コピー 
◎ 

保護者等の令和７年度課税証明書 
･保護者等全員分の課税証明書をご提出ください。 

･｢特別徴収税額決定通知書｣｢納税通知書及び明細書｣の写しでも構

いません。 

市(区町) 

役場 
◎ 

保護者等全員分の急変後１年間の年収見込を確認するための書類 
（会社発行の収入見込証明、税理士又は公認会計士の作
成した証明書類など） 

勤務先等 ◎ 

申立書 申請者が
記載 

◎ 

  

提出期限について 

・第一回：９月 12日（金）（6月までに家計急変があった場合） 

・第二回：12月５日（金）・最終締切：令和８年２月 11日（水）（７月以降家計急変があった場合） 

  ※期限までに申請書及び添付書類の提出がされない場合、支給されません。 
   
◆ 支給の決定 
・虚偽の申請や不正受給が判明した場合は、支給の決定を取り消します。 
・申請後、家計状況に変更があった際は、学校に申し出てください。 


